長建協発第２５２号
平成２０年８月２６日
各　支　部　長　様
社団法人　長崎県建設業協会　　　　
会　　長　谷村隆三　　　　
下請契約及び下請代金支払の適正化並びに施工管理の徹底等について

　かねてより、本会業務の円滑な運営等につきましては、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

建設企業においては、建設投資の低迷や鋼材類及び原油価格の高騰等により、依然として厳しい経営環境が続く中、資金需要の増大が予想される夏期を迎え、経営基盤の脆弱な中小企業が多数を占める下請業者に対する適正な代金支払い等の確保について、特段の配慮が必要とされます。
国土交通省では、下請調査の結果等に基づき、見積りや契約の方法、前払金の取り扱い等について、元請下請関係の改善指導を行うと共に、「建設業法令遵守推進本部」の設置、「駆け込みホットライン」の開設、「建設業法遵守ガイドライン－元請負人と下請負人の関係に係る留意点－」の策定等、元請下請関係の適正化の一層の推進に努めているところであります。
また、近年、不十分な施工管理に起因する不適切な施工や安全管理の不徹底に起因する工事現場における事故の発生が見受けられることから、施工管理の一層の徹底が求められているところであります。

以上を踏まえ、この度、関係法令や指針及びガイドライン等を遵守するとともに元請下請取引の一層の適正化と施工管理の一層の徹底に努めるよう全建を通じ国土交通省大臣官房建設流通政策審議官並びに長崎県土木部長より周知依頼がまいっておりますので、貴支部会員へご周知方よろしくお願い申し上げます。

また、公共工事設計労務単価を見積り等の参考資料として取り扱う際の留意事項について（別添２）も併せて周知いただきますようお願い申し上げます。

なお、下請契約における代金支払について関係業者等から相談があった場合については、別添通知等を参考に、下記により対応していただきますようご指導方よろしくお願い申し上げます。

記

１．県工事の場合　　

発注機関において指導助言する。

２．県工事以外の公共工事の場合

　　当該工事の発注機関において指導助言を受けるよう対応する。

３．民間工事の場合

　　①県内工事の場合

　　　監理課建設業指導班において指導助言を受けるよう対応する。
　　②県外工事の場合

　　　当該都道府県の建設業担当課において指導助言を受けるよう対応する。

